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はじめに

マルクスの唯物史観は、とりわけソビエトの崩壊以降、社会主義の必然性を基礎づけてきた教義

と見なされ、従来それを支持してきた人々のなかでも信憑性をにわかに失った観がある。しかし、

唯物史観はもともと諸社会の歴史的変化を捉えるための指針ないしは説明方法というべき性格の

ものであり、かつてその支持者が考えたように、歴史過程によって客観的に「立証」される社会科

学でもないが、またその反対論者が批判するように、背反する個別事象によって直接否定されるよ

うな科学的命題ないし理論でもない。その意味で唯物史観は、歴史的事実によってその真偽を直接

問うべきものというより、説明原理としての出来・不出来によって評価されるべき一種の説明方法

ないし論理なのである。科学的命題そのものと区別されるこの種の論理は、実は科学的研究にとっ

て不可避的に随伴する。事実、唯物史観が過去の遺物として一蹴される一方で、経済的行動によっ

て人間社会のあらゆる側面が説明できるみる経済学的社会学や、人間社会の多様な変化を技術革新
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や産業構造の変化によって直接に対応させる経済決定論は、むしろますます素朴なかたちで横溢し

ている。経済過程と区別される上部構造の存在を認める唯物史観は、まだしもこうした経済還元論

には距離をおいていたといえなくもない。

ところで日本におけるマルクス経済学の研究史上、さまざまな意味で特異な存在であった宇野

弘蔵は、唯物史観がマルクス経済学の内部でまだ支配的であった時代に、その論理構造に立ち入っ

て疑義を唱え、正面から批判を試みている。一見すると、科学とイデオロギーとを峻別する宇野の

立場からすれば、唯物史観は社会主義のイデオロギーに属するものとして、科学としての経済学研

究から切り離されるべきだという結論になりそうである。ところが宇野は、唯物史観をイデオロ

ギーと見なすことはなかった。それは人間社会を説明するための一種の枠組みとして、価値判断を

伴うイデオロギーとは一線を画し、目的との関係で装置としての適否を問いうる補助科学と位置づ

けられていたように思われる。事実、宇野は独自に経済学の体系化を進める過程で、自己の経済学

方法論と唯物史観との関係について検討を繰り返している。ただその批判内容は解説的な体裁の記

述にも関わらず、予想外に錯綜しており、宇野自身の経済学と複雑な断層構造で接合しているので

ある。

本稿の課題は、マルクスの唯物史観を宇野と同じ目線で考察することにあるのではない。あくま

でも唯物史観に対する宇野の批判的考察のほうを対象に、その経済学方法論の意義と限界について

検討してみることにある。それによって商品経済と外的条件をめぐって展開される、いわゆる経済

原論と段階論との関係を再検討し、資本主義が示す不連続な変化を解明する方法について考察する

ことにしたい。以下まず第１節で、宇野がマルクスの唯物史観をどのように捉えていたのか、宇野

の経済学方法論の形成過程をふまえて、簡単に概括しておく。ついで第２節で、マルクス唯物史観

に対する批判を通じその背後に形成されていった、いわば宇野独自の唯物史観の特徴を明らかにし

てゆく。最後に第３節で、こうした宇野唯物史観がはらむ問題点を指摘し、その埋没地形たる多関

節的な資本主義像を探ってみることにする。

1 マルクス唯物史観への批判

1.1 経済学による唯物史観の基礎づけ

宇野弘蔵が構想した経済学の体系の核心は、資本主義の純粋像を解明する原理論を、現実の資本

主義に直接適用するのではなく、資本主義の歴史的な発展段階論を媒介にして現状分析を進めると

いう、独自の経済学方法論のうちに端的に示されている。このような方法は、一般に宇野が戦前、

日本資本主義論争に接しながら、自らが講義していた経済政策論に『資本論』をどのように関連づ

けるべきか模索しながら読み進めるなかで形成されてきたものといわれている。宇野自身述懐して

いることであり、1) そう理解してよいのであろうが、これと並行するかたちで、マルクスの唯物史

観に対する独自の考察が影響を与えている点もまた無視できない。戦中に上巻のみでその刊行が中

断された『経済政策論』は、1954年に帝国主義段階を含むかたちで完成されるのだが、宇野の方
法論の骨格は、それに先立って、戦後すぐにその全容を現す。この時点で、経済原論の研究に主力

が注がれるようになり、それとともに唯物史観に対する検討がくり返されるようになる。その嚆矢

をなしたのは、おそらく 1948年 3月に公表された「『資本論』による社会科学的方法の確立」2) で

あり、翌年 2月に「唯物論と経済学」、さらに 9月には「唯物史観と『資本論』」3) などの小論が、

1950年 12月の『経済原論』上巻の刊行に先行して発表されている。宇野の理論体系は、経済原論
と発展段階論がまず確立され、それを前提にマルクスの唯物史観に対する批判が展開されたのでは

なく、むしろ唯物史観の批判と並行して、その方法論も確立されていったようにみえる。事実宇野
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の主張をただその外形から三段階論として概括するのではなく、抽象的な経済理論を複雑な現実の

経済現象とどのように関係づけるかという実質から捉え返してみると、原理論の展開に内接する興

味深い方法論的諸問題が、この唯物史観に関する検討から派生してくることに気づく。

このうち、最初の 1948年の論文はとりわけ特異な論点をいくつか含んでいる。ここでははじめ
に、唯物史観はイデオロギーではないという見解が表明される。それは直感や歴史研究によってあ

らかじめ構想されたものではあったが、マルクスは『資本論』によってそれをいわば科学として確

立したのだとみるのである。4) 唯物史観を資本主義に適用することでマルクスの経済学が成り立っ

ているのではなく、逆に経済原論によって唯物史観を論証すべきだという宇野のこの立場は、晩年

に至るまで変わることがなかったように思われる。5) このように唯物史観が『資本論』と結びつけ

られた結果、その基本的な内容も、生産力と生産関係との対立関係という点に絞られ、「現実の土

台」と上部構造との対応についてはなぜか、ほとんど検討されないかたちになっている。宇野は土

台の内部に関心を集中し、この段階ではさらに生産力と生産関係との適応ないし対立関係が「『資

本論』に於いては、使用価値と価値との対立として全三巻を貫くものとなっている」6) というので

ある。

さらにこの論攷では、生産力と生産関係との矛盾が、労働力の商品化に強く結びつけられて論じ

られてゆく。これはこの時期、宇野が資本主義経済の基本矛盾は労働力の商品化にあるとする認識

を固めつつあったことの反映かもしれない。後になるとこれら二つの矛盾は、恐慌論を媒介にして

間接的に関連づけられてゆくわけであるが、この時点での基本線は、資本主義経済のもとでは生産

力と生産関係との関連が、労働時間に応じた生産物の量とその分割というかたちで「あらわなる

外化を受ける」7) ことを明らかにするというすがたをとっている。そのなかで「人間が物質的生

活をなす人間として、自己の労働の生産物を通して、再生産されなくてはならないという原則が、

商品経済を基本的社会関係とする資本主義社会に於いては、他の宗教的、政治的等の外形によって

扮装されることなくして、あらわれる」8) というように、唯物史観にいう土台という認識が経済原

論に投影され、経済原則が経済法則となって発現するという考え方も形成されていったようすが窺

える。

と同時に、唯物史観にいう土台と意識の問題を資本主義経済のもとで経済主体を通じて捉えうる

とする視点もここで打ちだされることになる。「経済学の明らかにする必然的動向自身は、常に人

間の活動を基礎にしてあらわるのであって、それが歴史的必然といわれる意味もそこにある。此の

必然的過程が単に客観的なるものとして把握されるとき、人間の意識的活動の影響が特に偶然的要

因として理解されるに過ぎない」9) というように、ある意味では市場を特徴づける「意図せざる結

果」の作用を通じて、土台が意識形態を規制するという場合の規制関係が、直接的な強制とは区別

される性質のものである点を明らかにしようとしているようにも読めるわけである。

このように、唯物史観を経済学によって基礎づけようとすれば、必然的に両者の射程のずれが問

題となってくる。「資本主義社会という特定の歴史的社会の、而もその発達した一断面の分析が、

何故にかくの如き一般的法則を明らかにするのに役立つのであろうか」10) という問題がこの段階

ではやくも提示されるのである。しかし、この問いに対する解答は、資本主義経済では対象が全面

的に認識可能であるという点になお終始しているように思われる。ここには、資本主義経済では人

間社会の基礎をなす土台がはじめて純粋に把握できるから、その意味で人類史の前史がおわるとい

うような認識が潜んでいるといってよい。

要するに宇野は、マルクスが研究に着手した初期段階で素描した唯物史観は、いまだ確立した理

論とはいいがたいものであったが、それはやがて『資本論』によって社会科学的に基礎づけられる

ことになったとみなし、生産力と生産関係の矛盾は、その基本的性格を『資本論』の全体系のうち

に展開されたと考えていたといってよい。この時点で宇野は、マルクスの唯物史観をどのように基
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礎づけてゆくかという＜手順＞に問題はあるとしても、唯物史観そのものの＜内容＞に関して、変

更の必要があるとはみていなかったようである。しかしそこには、歴史的な諸社会を対象とする唯

物史観と、資本主義社会を分析する経済学との射程のずれという問題が伏在しており、またいわゆ

る上部構造の諸契機が経済原論とどう関わるのかという問題もほとんど手つかずのまま残されてい

るなど、いくつかの未解決の論点をかかえていたのである。

1.2 自己崩壊論批判

こうした論点はその後、1950年から 52年にかけて『経済原論』上下巻が、さらに 1953年 9月
に『恐慌論』が刊行され、原理論の枠組みが確立する過程で、マルクス唯物史観をそのまま基礎づ

けるのではなく、その＜内容＞を再解釈ないしは改訂してゆく方向に発展してゆく。その批判的理

解への転換を促したものはなにであったのか、核心を一言でいえば、『資本論』における自己崩壊

論的な資本主義像から離脱ということになろう。

マルクスは『資本論』の第１巻の末尾にかけて、たとえば第 23章「資本主義的蓄積の一般的傾
向」のなかで「相対的過剰人口または産業予備軍の累進的生産」を説き、いわゆる窮乏化法則を展

開し、また事実上の最終章にあたる第 24章「いわゆる本源的蓄積」を「資本主義的蓄積の歴史的
傾向」として、いわゆる集中・集積論を基礎に収奪者の収奪、「否定の否定」といった議論で締め

くくっている。『資本論』はこのように、資本主義経済はそれ自身の基本原理が貫徹する結果、行

き詰まり瓦解するという認識を基調としているといってよい。もしかりに、マルクスの唯物史観を

『資本論』と関係づけるのであれば、それは多かれ少なかれこうした窮乏化論や集中・集積論、あ

るいは第３巻にみられる利潤率の傾向的低落説のなどの傾向法則をあつかった部分と対応させるの

が自然であろう。『資本論』を唯物史観の資本主義への適用とみるにせよ、あるいは宇野のように

唯物史観は『資本論』によってはじめて確立されたとみるにせよ、いずれにしても資本主義社会が

他の諸社会と同じように、基本的には「現実の土台」に内在する矛盾の累積を通じて、やがて次の

社会へ移行すると考えることで平仄が合うのである。

ところが宇野は原理論の研究を通じて、これらの崩壊論的認識はいずれも理論的な根拠を欠くと

いう結論に到達する。宇野は『経済原論』で『資本論』の篇別構成を改訂する作業を通し、資本構

成不変の蓄積とともに構成高度化の蓄積を蓄積の二様式として位置づけ、また利潤率の傾向的低落

に関しても、『資本論』の「利子生資本」に対する批判を基礎に、それが利子率の高騰を伴い、周

期的な恐慌として発現する関係を明確にしてゆく。こうして『恐慌論』では、資本主義経済が自ら

直接生産しえない労働力商品をその再生産の基礎とせざるを得ないという基本矛盾をかかえなが

ら、恐慌をともなう景気循環を通じてくり返しこの矛盾を解決しうるという認識を鮮明に打ちだす

ことになる。現実の資本主義経済は、多かれ少なかれ資本を主体とした競争的な市場と、政治や宗

教やその他もろもろの非商品経済的な要因との混合物として存在するが、１９世紀中葉にかけて英

国で進んだと考える、市場的な要因の傾向的な増進、すなわち純化傾向をもとに、その延長上に抽

出される、いわゆる純粋な資本主義を想定するならば、それは一つの自立した経済社会として自己

運動を永続しうるであろうと捉えたわけである。

宇野はこのような蓄積論や景気循環論を基礎として、マルクスが主張したように、資本主義経済

はそれ自身の内的な矛盾の故に崩壊するのではなく、もし行き詰まるとすれば、逆に資本主義経済

の基本原理が貫かなくなるためにそうなるのだ、という結論を得るにいたるのである。むろん、宇

野自身は資本主義経済が永遠に続くとは考えていなかったのであり、むしろ彼の時代がすでに社会

主義への過渡期にあるということを疑っていなかった。それは資本主義が 19世紀以降、不純化の
程度を強めていった帰結であり、ただこのことはいわゆる段階論の領域ではじめて解明される問題
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だとみていたのである。こうしてマルクスが描いた資本主義社会の倒立像のうえに、宇野に特有な

唯物史観の基礎づけが展開されることになる。もしかりに、何らかの意味で資本主義自身の内部に

解決困難な矛盾があり、そのために資本主義経済は必然的に崩壊するという考え方をマルクス主義

というのであれば、宇野はこの種のマルクス主義を正面から批判したことになる。

マルクスにおいては唯物史観と一体をなしていた資本主義の自己崩壊論的把握を否定したこと

は、唯物史観と経済学との関連に深刻な亀裂をもたらすことになった。宇野は 1.1の末尾もふれた
ように、当初から示唆してきた唯物史観と経済学とではその対象とする過程が同じではないという

射程のずれを強調するようになる。唯物史観が資本主義社会をその一部に含む歴史的諸社会の発展

過程全般を対象とするのに対して、経済学はこのうちの資本主義経済のみ固有の対象としており、

したがって唯物史観を経済学のうちで直接説くことはできないし、逆に経済学を唯物史観によって

説くこともできないであろうと結論づける。11)一見もっともにみえるが、これはマルクスの立場か

らすれば、やはり合点のゆかぬ議論であろう。マルクスは社会変動の原動力が、生産諸力と生産諸

関係の矛盾にあるという一般的な命題があり、これが他の歴史的社会と同様に資本主義経済をも支

配していると考えているわけである。唯物史観が資本主義経済以外を対象としており、経済学が資

本主義経済のみを対象としているというのではない。事実マルクスは、生産力の上昇が資本の有

機的構成の不断の上昇をもたらし、その結果、産業予備軍の累積が生じるというのであり、また集

中・集積も生産力上昇の現れとみることができるのなら、収奪者の収奪という議論も同様に、生産

諸力の上昇が生産諸関係と矛盾するという点を、資本主義経済に即して示したことになるであろ

う。これが資本主義経済に唯物史観を適用した結果得られたものか、あるいはそれに対応するもの

を独自に追求した結果、発見されたものか、この点はおくとして、マルクスの目にはいささか奇異

な批判と映じるかもしれない。

もともと宇野が批判したのは、窮乏化論や否定の否定そのものが資本主義経済の原理像のうちに

論理的に展開できるものではないという点であった。『資本論』でこのような無理な展開がなされ

た原因はどこにあったのか、この点を問題にしたわけである。宇野はこの原因をマルクスの社会主

義イデオロギーの影響に帰着させるのであるが、しかしそれだけではなく、唯物史観的な資本主義

像もまたその一端をなしていたのではないか。事実こうした批判は、『経済原論』や『恐慌論』の

本筋をなしており、マルクスの場合、唯物史観を前提にして、いわばその適用として経済学が展開

されるということが、先入観に支配され、結論を先取りした強引な論理を誘引した面は否定しがた

いように思われる。

もしそうであれば、経済学は唯物史観とは基本的に関係がないということでよいようにも思え

る。あるいはせいぜい、唯物史観は研究の仮設的ガイドラインであり、それ自身論証されたり、あ

るいは直接適用したりするものではないということで決着がつこう。研究に際して、全体像の予想

や発想方法などは、だれしもある程度抱くものであろう。そうしたものをあらかじめ明確なかたち

で記述しておくことも重要な意味をもつ。唯物史観とはこの程度のものであるとしておくこともで

きたはずである。

ところが、宇野のとった立場はこの点ではかなり特異なものであった。すなわち問題を基本的に

逆転して、正しい方法による経済学の確立は、逆に唯物史観に科学的基礎を与えるという主張を展

開しようとしたのである。唯物史観を直接、無理に適用しようとしたために、経済学のほうがおか

しくなったのであるが、それは唯物史観を捨て去ればよいということにはならない、経済学が正し

く構築すれば、それによって唯物史観の内容も明らかになる、というように考察を進めたわけであ

る。たしかにどのような方向に理論を展開してゆくかということは、理論自身によってきまるもの

ではなく、研究者の理論的関心が重要な要因となるといってよい。ここでの宇野の屈折した選択に

は、なにか特殊な理論的関心が潜伏しているといわざるをえない。
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1.3 唯物史観の再解釈

こうして宇野は、1959年 4月に発表された「経済学と唯物史観 — 経済学方法論覚え書」をは

じめとして、1962年刊『経済学方法論』の第 III章「経済学と唯物史観」、さらには 1969年 11月
刊『資本論の経済学』の第 I章 5「経済学と唯物史観」などを通じて、繰り返しこの点の解明に努
めてることになる。これらの論攷はいずれも、マルクスによる周知の唯物史観の公式として知られ

る一つのテキストに対象を限定しており、またその批判内容も基本的には同一の走行を示している

が、ただその堆積はかなり複雑な地層を形成する結果となっている。ここではマルクスの唯物史観

そのものを検討することが主たる課題ではないので細部に立ち入ることはしないが、宇野自身がマ

ルクスの件のテキストをどう解釈していたか、それを４つに分けてコメントを加えた『資本論の経

済学』における検討を中心にみておこう。

宇野はテキストの第１の部分に関して、それを人間社会の「構造」を示したものと捉えている。
12)これは従来からそうとられてきたし、それ自身問題となるところではない。この構造を構成する

要因は、周知のように、「生産諸力」とそれに対応する「生産諸関係」という土台内部の要因と、

この「現実の土台」とこれに対する「法律的、政治的上部構造」ないし「社会意識諸形態」という

要因によって、いわば入れ子状に構造化されている。唯物史観がまださかんに議論されていた宇

野の時代には、この短いテキストをめぐって、たとえばそれぞれの要因の間を関係づける「対応」

entsprechen、「制約」bedingen、「規制」bestimmen といった用語法などをめぐっていくつかの解
釈もみられたのであるが、そうした点に宇野は関心を払ってはいない。さらに、宇野の場合、おそ

らく土台に対応する別の用語法、すなわち「物質的生活の生産様式は、社会的、政治的、精神的生

活過程一般を制約する」という場合の「生産様式」という規定に関しても触れることなく、すべて

「土台」というほうで通している。前者の用語法におそらく多くの意味を読み込むべきではないで

あろうが、後者の「生産様式」という概念を無視したことは、のちにみるように土台内部の矛盾の

捉え方にかなり影響を及ぼしたのではないか、と思われる。

第２の部分は、構造論を基礎とした不連続な変化、すなわち変移に関連する。一般に構造は密接

に関連する要因ないし契機に支えられてある期間持続するわけであるが、マルクスはここでの構造

がそれ自身の内部に変化の契機をはらんでいることを次のように説くことになる。ここでも、二重

の入れ子構造が前提となり、まずはじめに生産諸力の発展の結果、それと生産諸関係との間の矛盾

が発生するとされる。そして、この矛盾の蓄積が変革の時期を到来させ、そのとき上部構造の内部

でもさまざまなイデオロギーの諸形態の次元での対立となって現れることになるという。マルクス

は前者の基礎的な矛盾と変革は、物質的な、自然科学的な正確さで認識でいるのであり、これに基

づいて、後者のイデオロギー上の対立も説明されるべきであると主張するのである。

この点に関して宇野は、のちにみるように根本的な批判を展開するわけであるが、その場合、注

意しておきたいのは、宇野の場合も、この生産諸力と生産諸関係の矛盾という枠組みは、そのま

ま受け入れているようにみえるという点である。しかし、これまでにも多くの議論があるように、

この対立項には不明確なところが少なくない。マルクスの議論では、まず生産諸力という要因が、

それ自身独立にたえず上昇しているというかたちで、原動力の役割を与えらている。この上昇は連

続的でなくてはならない。もしそれが突発的に急上昇するとすれば、矛盾が累積して変革に至ると

いう説明が台なしになるからである。しかもこの生産力の上昇は、生産諸関係との対応といいつつ

も、その対応関係からある程度自由に進むという想定が必要となる。この生産力の連続的変化と生

産諸関係の対応という関係は、一種の許容範囲の問題として処理するのが一般的であろう。生産諸

関係は固定的でも、その殻のなかである程度生産力の上昇は続くとみるわけである。

第３の部分は、自動崩壊論批判に関わるものであり、経済的な変移の条件の醸成に対応する行動
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主体を論じたものである。第２の部分と、内容上は連続するのであるが、マルクスはこれに変革主

体のがわの認識の問題を重ねることになる。すなわち、変革において下部構造の側の変化がすでに

ある程度進んでいるときに、それに遅れて変革の課題が意識されるという議論を展開する。した

がって、「人間が立ち向かうものはいつも自分が解決できる課題だけである」というわけである。

宇野はこの部分を前の客観的な変化と一応区別して解説しているが、この側面は土台が上部構造を

規定するという関係とは異なる面を含むのかもしれない。たしかにマルクスのように考えれば、基

本的には、諸社会は変わるべくして変わるのであり、イデオロギー諸形態上での対立には所詮操ら

れた人形のなせる業ということになろう。マルクスの場合、「人間が立ち向かうものはいつも自分

が解決できる課題だけである」というも、必ずしも変革主体を重視したものとは受け取れないので

あるが、宇野はあえてこの「立ち向かう」主体性性のほうに力点をおいた解釈を施しているように

みえる。『資本論の経済学』では後景に退いているが、『経済学方法論』ではさらに広く、変革にお

ける主体性の問題が、商品経済のもとでの個別主体の行動原理との比較や、経済法則の技術的利用

の不可能性との関連において多面的に論じらてゆく。科学とイデオロギーをめぐる一連の論考がこ

こから派生するわけである。

第４の部分は、歴史的諸社会の発展過程を示した箇所である。すなわちマルクスは最後に、以上

のような土台に基礎をおいた社会構成体の把握に基づいてみると、周知のアジア的、古代的、封建

的、および近代ブルジョア的生産様式という歴史的な経済的社会構成体の推移が考えられるとい

う。これはたとえば必ずこのような経路をたどるということなのか、ただこうした経路を事実とし

てたどってきたいうことなのか、テキスト解釈上もはっきりしない。宇野もまた、この移行の類型

にほとんど関心を示していない。こうした歴史的過程によって唯物史観の正しさが、事実によって

客観的に裏付けられるようなものでもない点は充分承知していたのであろう。宇野の関心は、むし

ろこれにつづいてマルクスが述べる、ブルジョア社会が社会的生産関係の敵対的な形態の最後のも

のであるという点に向けられ、それがどうしてそういえるのか、自ら明らかにしようとしている。

宇野は、近代ブルジョア的生産様式が資本主義経済と同じものを意味するとみなしたうえで、ここ

での階級対立が商品経済を通じて、形式的には自由と平等のもとに展開されるものである点が、明

確にされなくてはならないという。これは資本主義経済が最後の階級社会たる根拠を示し、それを

意識的に越えるものとして次の社会を構想せんとした、宇野の社会主義論につながる発想が秘めら

れているとみてよいであろう。

こうしたマルクス唯物史観の理解のうえにたち、宇野はその唯物史観の問題点を指摘し、根本的

な批判を展開するようになる。そこには、宇野固有の経済原論が現実の社会の分析にどのようにむ

すびつくのか、この問題を唯物史観にこだわるかたちで深化させていった軌跡を見いだすことがで

きるように思われる。こうした問題関心から本稿では、第３、第４の主体性論や社会主義論は背景

に据え、第１、第２の構造論と変移論のほうに焦点を絞り、宇野の経済原論のうえに堆積した＜宇

野唯物史観＞の特徴をみてゆくことにする。

2 宇野唯物史観の特徴

2.1 「現実の土台」の自立性

経済学はどのような意味で唯物史観を基礎づけることになるのか、宇野がまず強調したのは、唯

物史観にいう「現実の土台」が実際には、経済学によってはじめて把握できるという論点だった。

当初宇野は、商品にはじまり諸階級におわる『資本論』の全体系を通じて生産力と生産関係の矛盾

が展開されているとみていたが、やがて崩壊論批判を契機に、『資本論』は直接に唯物史観を明ら
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かにするのではなく、資本主義経済という特殊な社会の解明を通じて、他の諸社会にも伏在する経

済過程一般の存在を明確にすることで、唯物史観を間接的に基礎づけるという結論に到達したと

いってよい。

マルクスが唯物史観を経済学の研究の内に確立し、また経済学の研究によって確証し

ようとした点こそ、むしろ彼の方法を特徴づけるものと、いってよいであろう。実際

また経済学によることなくしては、「現実の土台」とその上に立つ「上部構造」との関

係を明確にすることはできなかったであろう。経済学の対象をなす商品経済、とくに

資本家的商品経済の究明こそ、両者の分離と対応とを明らかに示すのである。もちろ

ん経済学の内に明らかにされる「現実の土台」としての経済過程は、直ちに諸社会の

歴史的過程そのものを示すわけではない。それはそれらの諸社会における過程が、あ

るいはまたその発展の過程が、種々なる条件の下にその上部構造と「現実の土台」を

なす、いわゆる下部構造とを未分化のまま包摂するのに対して、これを分化した形態

で展開する。13)

ここで「経済学」といわれているのは、純粋な資本主義経済を対象とした宇野のいわゆる原理論の

ことであるとみてよいであろう。原理論の世界では、政治や宗教といった他の社会的要因によるこ

となく、商品経済の原理で社会的再生産が上部構造から「分化した形態」で編成・処理されていく

関係が示されると考えられているわけである。 だが資本主義経済のもとで顕著となる経済過程の

自立性は、どのような意味で唯物史観を基礎づけることになるのであろうか。とりあえず宇野が指

摘しているのは、こうした自立性の認識によって、経済過程が他の歴史社会にもその上部構造と未

分化ではあるが伏在していたという推論が成り立つという点であろう。これは経済そのものは人間

の社会に不可欠なものとしてありながら、経済学が学問として発達するのは資本主義の勃興をまた

ざるをえなかったという指摘や、あるいは内容的には異なるが、ヒトの解剖がサルの解剖の手がか

りになるといった対象の発展過程とは逆方向への遡及的な認識方法の強調などと、同類の説明であ

るといってよいであろう。

しかし一歩踏み込んで考えてみると、この自立性の認識と、歴史上の諸社会を通じて経済過程が

上部構造を規制するという命題の間には、なおかなり論理的な距離があるように思われる。むろ

ん、ここからどのような社会にも宇野のいわゆる経済の原則が存在し、必要な生産手段の補填やあ

る程度の節約原理といった条件が満たされなくてはならないといってもよい。しかし経済原論はま

た、その充足の方式は社会的な剰余生産物の存在を基礎に、いろいろあり得るということも同時に

示すはずである。上部構造と土台はそれぞれ独立した社会構成のふたつの要因として、いわば認識

の枠組みとして存在するという点では、たしかに経済学はその枠組みの構築に役に立つということ

はいえよう。しかしそのことと、経済過程が基礎であり、上部構造のほうがなんらかのかたちでこ

れに制約されるということとは、やはり別のことであろう。

したがって、唯物史観を基礎づけるという点を積極的に論じようとするならば、経済過程が他の

社会的要因に対して発揮する作用を、いわばその認識手順の問題としてではなく、実質的な規制力

として解明せざるを得ないのである。事実、宇野自身もたとえば、

経済学は上部構造から内容的に規定されない原理を明らかにしえないかぎりは、上部

構造に対するその決定的な、能動的な作用も明らかにしえないわけで、私は、唯物史

観を科学的に証明する第一歩は、ここにあったのではないかと思う14)

と述べ、経済過程の自立性を能動的な作用と表裏の関係におこうとする。だが、この二つの否定型

はどういう論理でつながっているのであろうか。たしかに「上部構造から内容的に規定されない原
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理」の存在は、純粋な資本主義を想定すると経済過程が規制を受けるものではないということは示

すであろうが、そのことは逆に「上部構造に対するその決定的な、能動的な作用」を経済過程が発

揮するという論拠にはならない。一般にいえることは、経済過程が自立性を高める宇野の純粋資本

主義では、上部構造がその社会的な役割を縮減するであろうことまでだったのではないか。

あるいはこの二つの否定文の間には、つぎのような媒介項が隠されていると解するべきなのかも

しれない。すなわち、純粋な資本主義の想定は、同時に現実の歴史的な資本主義経済がさまざまな

不純な要因を含む、宇野のいわゆる段階論の存在を内示し、実質的にはこの段階論の次元で「上部

構造に対するその能動的な作用」が明らかになると考えているのかもしれない。たしかにこのよう

にとれば、少なくとも「現実の土台」の実質的な規制力の問題にはつながろう。だがこの意味では

宇野の場合、経済原論がよってたつ経済過程の自立化は、資本主義の歴史的な純化傾向と結びつい

ているのであり、そこでは上部構造によって拘束されてきた商品経済が徐々にその制約を解除して

きたという想定になっていたはずである。ここでは、元来経済過程のほうが上部構造によってさま

ざまな規制をうけていたというかたちになっているとも解しうる。その意味で経済過程の自立性を

強調するだけでは、やはり「決定的な、能動的な作用」の説明につながらないように思われるので

ある。

さらにこのように考えてくると、宇野のいう純粋な商品経済ははたしてそのまま「現実の土台」

に対応するものとされてよいのか、この点も問題になってくる。資本主義経済を想定した場合、商

品、貨幣、資本によって構成される市場ないし商品経済そのものは、はたして「現実の土台」に含

まれるものと考えられているのか、それとも上部構造に含まれているのか。宇野の説明では、上部

構造は「法律的、政治的上部構造」として、商品経済と対峙されているのであり、少なくととも経

済過程の自立性を土台の上部構造に対する「能動的な作用」に関連づけようとする議論のなかで

は、市場一般あるいは商品経済そのものを上部構造に含めるという視角はみられない。

実際、宇野の場合、商品経済の社会的再生産に対する外面性がしばしば強調されてきたのであ

り、市場経済はそれ自身としてはさまざまな生産様式に付着するという点に力点がおかれてきた。

そして資本主義に先行する諸社会では、市場はあくまで社会的再生産を編成する基本的な原理には

なりえておらず、血縁関係や身分秩序などを基礎とした、政治的、宗教的な規制を軸として社会的

再生産が処理されてきたと考えられてきたはずである。とすると、「上部構造」という表現をとる

かどうかはともかく、素直に考えれば、商品経済もまた「法律的、政治的上部構造」と同じ位相で

社会的再生産に関与してきたことにならざるをえない。商品経済は経済過程だから「現実の土台」

に含まれるとする思考の短絡が宇野にあったとは考えがたいが、経済学によって解明される資本主

義における経済過程の自立性を、唯物史観における「現実の土台」と「上部構造」という枠組みに

宇野のように直結させるべきであったのか、この点が根本的に疑問となるのである。

こうして、宇野が経済学をもって唯物史観の基礎を与える有力な基礎となると考えた、資本主義

経済における経済過程の自立性という論点は、認識手順と実質的な規制力の間に基本的な隔絶を含

んでおり、資本主義を固有の対象とする経済学、とくに経済原論で明らかにされた内容が、先行す

る諸社会の分析に役立つとは、そう簡単にいえないように思われる。こうした適用は本来再検討さ

れるべき唯物史観の土台と上部構造という枠組みをそのままにして、それを経済原論を核とした経

済学に着せようとする無理を伴っているのではないか。たしかに、資本主義経済の自立性を明確に

することは、他の諸社会を解明する手がかりを与えるといってよい面をもつが、それはかならずし

も、唯物史観をそのままに基礎づけるということにはならないという根本的な点から再考すべき

だったのである。
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2.2 恐慌による矛盾の解決

宇野はマルクスの唯物史観が経済学によってその基礎を与えらえるという考えを終始維持したの

であるが、その意味するところは当初、唯物史観の基本となる生産力と生産関係の矛盾が商品には

じまり諸階級におわる現行『資本論』の全体系を通じて解明されるからだというものであが、それ

は自己崩壊論批判が明確にされてゆくなかで、根本から見直さざるをえないものだった。そこには

いくつかの展開方向が可能性性として考えらえる。たとえば、土台を扱う経済原論の領域は、前項

でみたような経済過程の自立性を通じて唯物史観にその基礎を与えることにあるとして、その土台

に含まれるとされる生産力と生産関係との矛盾を経済学による唯物史観の基礎づけの主たる内容か

らはずしてしまうというゆき方もあろう。しかし、これは少なくとも表面上は宇野のとるところで

はなかった。「現実の土台」を純粋に解明する経済原論が、まずマルクスの唯物史観にいう生産力

と生産関係の矛盾をなんらかのかたちで示しているという当初の考えは放棄されることがなかった

とみてよい。

しかし、その場合にも、＜『資本論』全体を通じて＞という点に力点をおくのか、あるいは＜生

産力と生産関係の矛盾＞が解明されるという点にこだわるのか、といった点で分岐の余地があった

ように思われる。唯物史観と『資本論』を重ね合わせて、『資本論』全体を生産力と生産関係の矛

盾の展開として捉えることができるとする当初の視角は、『経済原論』や『恐慌論』の刊行を通じ

てその理論内容にそぐわぬものとなり、むしろそこで積極的に展開された自己崩壊論批判と鋭く対

立することになったといえよう。

ただここでも、＜『資本論』全体を通じて＞という観点を維持し、＜生産力と生産関係の矛盾＞

という対立項を経済原論全体を貫く基本的な契機と差し替えるという展開方向も考えらえないわけ

ではない。だが宇野がとったのは、これとは逆の方向であった。その対立項を原論体系全体からそ

の一部に狭く限定するという犠牲を払って、＜生産力と生産関係の矛盾＞がやはり独自に解明され

るのだと主張したのである。その結果、生産諸力と生産諸関係の内容の用語は同じであるが、その

内容がかなり変更され、次のような屈折した説明となっている。

公式における生産力と生産関係の矛盾も、経済学の原理では、そのままには解明され

ない。資本主義社会が純粋の形で運動する過程における、矛盾の発現とその解決によ

るその発展として、具体的にはいわゆる恐慌論によって、資本主義自身の矛盾とその

展開として解明されるのである。いいかえれば原理論的に明らかにされる、矛盾とそ

の解決は、直ちに「社会革命の時期」を明らかにするものではない。同じ資本主義社

会における生産力と生産関係との矛盾から新たなる生産関係としての、労働者と資本

家との関係の展開を明らかにするにすぎない。15)

すでに述べたように、宇野は労働力商品化がいわゆる資本主義経済の基本矛盾をなすという認識に

たち、それが景気循環を引き起こすとともに、そのなかで繰り返し解除さえるという立場を固めて

いた。この資本主義の基本矛盾と、唯物史観にいう生産力と生産関係との矛盾とはどういう関係に

あるのか、この点は宇野自身においても、必ずしも明確に関連づけられているようには思えない。

一見同じ事態のようにもみえるが、とりわけ基本矛盾の内容を、通説にいうところの生産の社会的

性格と所有の私的性格の矛盾から、労働力商品化の困難という内容に変更した宇野の立場からする

と、両者の間の距離はさらに広がっているといってよい。宇野はこの基本矛盾に起因する景気循環

のなかで、唯物史観にいう生産力と生産関係の矛盾も特殊なかたちで解決されるというのである

が、この点も厳密に考えると厄介な問題が残る。ここで、恐慌を引き起こすとされているのは、実

は生産力の上昇ではなく、労働力の枯渇なのであり、生産力の上昇は恐慌のあとの不況末期に集中

するとされる資本構成高度化の蓄積の結果もたらされることになる。少なくとも、生産関係を剰余
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価値率によって示される資本賃労働関係に代表させ、また生産力を資本の有機的構成によって代表

させるかぎり、生産力の上昇が生産関係と矛盾するという関係を宇野の恐慌論に読みとることはか

なり無理なように思われる。

事実、宇野はこの点に関しては、むしろ唯物史観における生産力と生産関係の矛盾は経済学の原

理では異なった意味をもって展開されるというほうに力点がおかれているようにもみえる。たしか

にうえの引用における「経済学の原理では、そのままには解明されない」というのは、矛盾がただ

ちに崩壊とはならないという意味で「そのまま」ではないのだという趣旨であろう。次の説明も基

本的には同種のことをいわんとしているのであろうが、しかし同時にまた、矛盾の現象形態も「そ

のまま」ではないという含意を読みとることも不可能ではない。

生産力と生産関係との矛盾は、経済学的には恐慌現象としてあらわれ、「生産諸力の発

展形態からその桎梏へと一変する」生産関係は、恐慌後の不況期に行われる生産方法

の変化を通して、また新たなる生産力の発展形態になるもののように思うのです。そ

の点では、まさに経済学は唯物史観の最も重要な点をそのままは明らかにしえないで

いるといってよいのです。16)

いずれにしてもかなり屈折した説明であり、そのままは明らかにしえないが、異なったかたちで明

らかにしている点に意義を見いだしているのか、あるいはそのままではない点のほうに意味がある

のか、複雑な内容となっているといわざるを得ない。

けっきょくマルクスのように、資本主義経済そのものの内部に自己崩壊の契機を見いだすのでは

なく、逆に純粋な資本主義の自己実現が困難になったところにその限界を見いだす宇野の立場から

すれば、このように変形したかたちで、唯物史観にいう「現実の土台」内部の矛盾を再現する必要

はそもそもないことになる。ただ土台と宇野のいう純粋な資本主義経済が同一視される流れのなか

で、この土台に含まれている生産力と生産関係という対立項が経済原論の内部に探し求められ、そ

れそのままではないという意味で「縮図」17) ともいわれる、変則的な生産力と生産関係の矛盾が

指摘されることになったといえよう。しかしこのことをもって、唯物史観の重要な矛盾の問題が経

済学的に明らかになったとは宇野自身もとうてい考えられなかったのであり、そのことが以上のよ

うな屈折した展開を生みだしたのではないかと思われる。

2.3 発展段階論と歴史過程

以上のように宇野の場合、原理論と唯物史観との間にはある種の断層が潜むのに対して、むしろ

発展段階論はそれと整合する関係にあるように思われる。段階論の根底には、市場的な経済的要因

とこれとは異質な非市場的要因との対抗関係を解明するという問題意識が潜んでいるからである。

宇野自身、マルクスのテキストのはじめの部分をとりあげ、

「生産諸関係の総体」としての「社会の経済的機構」というのは、経済学の対象をなす

ものとして明らかにされたものには相違ないが、それは私が『資本論』の対象とした

純粋の資本主義社会をなすものなのか、それとも資本主義経済の発展に見られる種々

なる段階を区別せられる現実の資本主義社会をさすものなのかは必ずしも明らかでな

い。18)

と述べている。ここでは、段階論の視点から唯物史観が捉え返されてようとしているようにもみえ

る。事実、宇野はこのような疑問を提起した後、続いて次のように論じている。
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資本主義の発展の初期の重商主義政策が、資本主義の発展とともに改廃されて自由主

義の時代を実現し、金融資本の時代となって帝国主義政策がまた経済過程に介入すると

いうことになる点を明らかにしなければ、「物質的生活の生産様式」が上部構造を「制

約」するという意味関連も明白にはならない。しかもこの歴史的過程の変化は、『資本

論』の経済学が「法律的、政治的上部構造」に対してその「現実の土台」をなす「社会

の経済機構」を原理的に明らかにしていなければ、解明しえないのではないか。19)

ここでは概略、次のような対応関係の存在が推定されそうである。すなわち、純粋資本主義経済

を想定した経済原論の次元は唯物史観における土台そのものに相当するものとされ、これに対して

段階論以降の現実の資本主義を扱う次元が土台と上部構造の関係に相当するものとされているよう

にみえる。しかし、ここにも困難な問題が控えている。たしかにこの引用中、第１の文は段階論の

次元で真に土台が上部構造を制約する関係が解明できると論じているように読める。ところが第２

の文では例の二重の否定によって、問題が反転されてしまう。歴史的過程の解明には、経済原論に

よって「現実の土台」がまず原理的に明らかにされなくてはならないという方向に、論述が転換さ

れてゆくのである。これ以降は本節第１項でみた経済過程の自立性の考察に焦点が移り、どのよう

なかたちで発展段階論が唯物史観の解明に資するのかという独自の論点は考察されることなく終

わっている。こうして、マルクスの唯物史観にいう「生産諸関係の総体」としての「社会の経済的

機構」は、はたして原理論の次元で考察すべき対象なのか、あるいは段階論の問題として解明する

べきなのか、という宇野自身が提起した疑問は、ここでの展開をみるかぎり、前者の方向に大きく

偏っているといわざるをえない。

宇野が唯物史観を段階論の次元で考察しようとしながら、そうできなかったはなぜなのか。それ

は、そこにまだ宇野自身もはっきりと対象化できていない困難が、潜んでいたためではないかと思

われる。すでにみたように宇野は、現実の土台を原理論の対象となる純粋資本主義に対応させ、マ

ルクスの考えた生産諸力と生産諸関係の矛盾を、資本の有機的構成と剰余価値率の関係に縮約して

捉えていたと考えられるのであるが、その場合、仮にこの対応ないし置き換えを認めたとしても、

それは現実の土台内部の矛盾が、さらに上部構造との軋轢を生むというマルクスの議論とは大きく

かけ離れたものとなる。宇野の考えるような意味で、生産力と生産関係の矛盾が恐慌・不況を介し

て繰り返し解消されるという関係は、その内部で完結されることになり、その外部の上部構造の対

立となって現れることはない。これに対して、マルクスの唯物史観は、人間社会の構造論的認識に

基づきつつ、あくまでもその歴史上の不連続な変化、すなわち変移の原理的解明を眼目とするもの

であった。これに対して宇野はこの構造論のうち、生産力と生産関係の矛盾という基本動因が、む

しろ純粋資本主義の内部で自足的に処理されうるという点を強調することにより、それが社会変革

につながるものではないと主張したことになる。こうして、歴史的な変革の過程は原理論から切断

され、いわゆる発展段階論以降の考察領域に全面的に委ねられることになったといってよい。

そこで宇野が実際に想定しているのは、たとえば『経済政策論』で展開されたような、基本的な

資本の蓄積様式の変化が異なる経済政策となって現れるといった内容であろう。それはそれとして

重要な論点ではあるが、しかしマルクスが「物質的生活の生産様式」が上部構造を「制約」する

という場合とはかなり異なった内容となっていることもたしかである。マルクスの基本的主張は、

下部構造内部に生産諸力と生産諸関係の矛盾が累積され変革の時期が訪れると、上部構造内で新し

い生産様式を推進する革新とそれを阻止しようとする反動となり、イデオロギーの諸形態をまとっ

て衝突する関係を、上部構造が「制約」されると表現したものと解される。これに対して、宇野の

発展段階論の主眼はこうした変革期の政策の対立ではなく、ある期間を通じて資本の蓄積様式に即

応するある型の政策が維持される関係を示すところにある。要するにここでも焦点は、変革過程で
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はなく構造論的な型の問題になっているのである。なぜ不連続な変化が生じるのか、という唯物史

観の根幹と、宇野が独自に構成したいわゆる経済学の三段階論とは、その基本的な関心が微妙にず

れているのである。宇野はこのずれを一面では強く意識しつつも、その点を明確に切開することな

く、むしろ表面上は、マルクスのいわんとしたところを科学的に基礎づけているのだと論じてしま

うあたりに、最大の難点が潜んでいるように思われる。

しかしそれにしても、経済原論と唯物史観との関係に比して、段階論と唯物史観との関係ははる

かに実質的な意味をもつ。マルクスの唯物史観の外形上の対応より、この点にこそ、マルクス経済

学の方法的核心として徹底的に再考されるべき問題が伏在しているのではないか。事実宇野の次の

説明には、こうした方向性が内包されているように読める。

商人資本、産業資本、金融資本の発展には、必ず資本家的商品経済とはいえない要因

を含むばかりではなく、経済的過程に対する上部構造としての法律、政治等々の影響

をも考慮しなければならない。これらの諸要因の関係は基本的には下部構造としての

資本主義的生産方法の発展による決定があるにしても、簡単にはそれだけですますわ

けにはゆかない。それかといってこれを安易に相互作用をもって片付けることもでき

ない。相互作用を認めながら、経済的過程の発展による決定作用を明らかにしなけれ

ばならない。ここでこそ原理論で外面的に分離された唯物史観の科学的裏付けがなさ

れることになるわけであり、おそらく資本主義経済に先行する諸社会の発展にもこれ

に類似した方法が、もちろんそれぞれ異なった事情を認めながら採用されることにな

るのではないかと考えられる。20)

これも複雑な議論になってはいるが、少なくとも最後の文をみるかぎり、原理論では土台に相当す

る経済的過程が上部構造から分離されて認識可能となるが、その土台と上部構造の関係は段階論

の次元ではじめて解明できるとされているようである。宇野はこの項のはじめに引用したように、

唯物史観にいう「生産諸関係の総体」としての「社会の経済的機構」というのは、原理論の対象を

なすものか、それとも段階論の対象をなすものか、という問題を提示していたが、それに対する

宇野自身の解答は、この引用ではかなり段階論の対象であるという方向に傾いているといえよう。

ただこのように考えようとすると、土台と上部構造に相当する関係は、三層の構造にならざるをえ

ないことがわかる。ここで「資本家的商品経済とはいえない要因」と、「経済的過程に対する上部

構造としての法律、政治等々」とはいちおう区別され、資本家的商品経済の要因との関係が問題と

されているわけである。いうまでもなく、非商品経済的要因ということが、必ずしも非経済的要因

ということを意味するものではない以上、段階論における「資本家的商品経済とはいえない要因」

といっても、そのすべてが上部構造に属するわけではない。

たとえば宇野が帝国主義段階において、資本の蓄積様式が変化しこれが経済政策のあり方を制約

したという場合、この蓄積様式の変化がはたして厳密な意味で「現実の土台」に対応し、また経済

政策が「上部構造」に照応するものかどうか、この点に疑問が残るのである。もし「現実の土台」

が宇野の強調するように純粋な資本主義経済に対応するのであれば、それはそれ自身のうちに蓄積

様式の変化を内包するものとは考えられない。もともと段階論における現実の資本主義はこの純粋

な資本主義においては捨象されているような、非商品経済的な要因との混合の結果さまざまな類型

を生みだすというように説明されていたはずである。21) したがって、すでにここで考えられてい

る「現実の土台」は、いわば不純な非商品経済的な要因を内包した現実の資本主義となっているの

である。

しかもここでは経済政策と離れてまず、それがどうあろうと独立に蓄積様式に変化が生じ、次に

これを受けて受動的に経済政策が規定されるというような関係にあるとも考えられない。規制する
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とか、制約するとかいうのは、ある意味では両者が一体となって進まざるをえない緊密な連携関係

を前提とする。宇野の場合も段階論でまず問題になるのは、実はさまざまなイデオロギーの諸形

態という上部構造一般ではなく、経済過程の内部構造の変化と密接に関連する一部の中核的な要因

だったのである。このような絞り込みは、資本主義経済の歴史的な多様性を理論的に解明する重要

な鍵をなす。しかし、このことを厳密に示すためには、唯物史観における「現実の土台」が上部構

造一般を「制約」するといった枠組みに類比させて考察するべきではない。それは上部構造一般に

対する検証困難な緩い意味での対応関係に問題を解消してしまうことにならざるをえないからで

ある。

要するに、段階論のタイプ論的性格と変革過程の原理たる唯物史観の不整合や、あるいは「現実

の土台」に対する「上部構造」という唯物史観の枠組と、純粋な資本主義に対する「不純な要因」

の介在という段階論の構成要素との間の不整合というかたちで、宇野の段階論は唯物史観とはかな

り異質な性格を内包しており、それが両者の関係を実質的に詰めてゆくことを阻む障碍となってい

たのではないかと考えられるわけである。こうして、唯物史観をもとに経済学を構築するのではな

く、逆に経済学によって唯物史観を基礎づけようとした宇野の試みを立ち入って検討してみると、

そこには唯物史観という鏡面に宇野の経済学方法論の問題点が逆に浮かび上がってくるように思わ

れる。この鏡像の歪みを手がかりに、資本主義の原理論はいかに再構築されるべきか、その方向性

を探ってみることにする。

3 宇野唯物史観への批判

3.1 宇野唯物史観の射程と論理

はじめにはっきりさせておかなくてはならないのは、経済学を基礎に唯物史観を捉え直そうとす

る場合、マルクスがそこで構想した、あらゆる歴史的諸社会の変化に妥当する一般原理に、経済学

からの洞察の射程を拡張すべきかという問題である。宇野は、たとえば生産力と生産関係の矛盾と

いうマルクスの規定を翻訳して捉えようとしたり、あるいは経済法則を通じてはじめて明確に把握

可能となる経済原則の存在を強調したり、さらに商品経済的関係だけで自立的に作動する社会的再

生産に、唯物史観にいう「現実の土台」という認識根拠を求めたりするといったかたちで、こうし

た射程の拡張を試みていたといってよい。しかしこれまで検討してきたように、そうした読み替え

はいずれも、社会構成体の変化を説明しようとする本来の目的から逸脱するか、あるいは論理的整

合性の面で困難な問題に逢着する結果におわっていた。

こうした失敗の原因はどこにあったのか。それは一言でいえば、唯物史観の射程をそのまま踏襲

しようとした点にある。宇野自身は、経済学的認識は発生期も含めてではあるが、あくまでも資本

主義経済に限定して適用しようとする指向が強い。これは「商品経済史観」なるものに対する批判

としてくり返されている。22) 歴史社会の変化を商品経済の浸透によって説明し、とりわけ資本主

義経済の成立を商品経済の発展の結果として捉える歴史観に対して、宇野は商品経済外的作用が資

本主義社会の前提となる労働力の商品化に不可欠であるという認識を全面に押しだすかたちで批判

を加えてきた。ところが宇野の場合、経済学自身の対象が狭く禁欲された反動として、逆に特殊な

かたちであるがその経済学の外延は、あらゆる歴史的諸社会の解明に対して一般的基礎を与えるも

のと見なされ、結果的に唯物史観の射程をそのまま引き継ぐかたちになったように思われる。ある

意味では、原理論が現実の資本主義経済に対して有する関係が、そのまま、経済学が現実の歴史社

会に対して有する関係にそのまま投影されている観がないでもないわけである。

しかし、この点は根本からやはり見直す必要があろう。経済学的な認識は、たしかに資本主義経

14



済だけではなく、ひろく諸社会の歴史的な変化を捉えるうえで重要な意味をもつが、それは一様に

あらゆる歴史的社会全般におよぶ原理として考えるよりは、資本主義経済の近傍に、すなわち商品

経済的な活動原理が社会構成体に対して及ぼす作用とその反作用を中心に、適用されるべきだと考

える。マルクス経済学の対象が資本主義経済である点は、宇野とともに確認しておくべきであろう

が、それによってもたらされる経済学的な認識が、資本主義経済以外の諸社会に対してもつ意味を

考えることはできよう。しかし、その場合には、宇野のように唯物史観の外皮をまとわせるのでは

なく、あくまでそのままのすがたで、市場とその外部との対抗関係の分析という本来の視角を基礎

に、他の諸社会の歴史的変化の考察に適用するほかないのではないか。商品経済的な原理があらゆ

る社会に通じるという宇野の「商品経済史観」は、もちろんとるところではないが、ある限定され

た領域ではこの商品経済的な作用が社会構成体全般の変革の規定的な力を発揮してきたという意

味で、いわば全般説に対して近傍説をとるべきだと考えるでわけである。このかぎりではけっきょ

く、唯物史観を経済学に適用するのではなく、逆に経済学をもって唯物史観そのものを基礎づける

という宇野自身の目論見には与しないということを意味することになる。

ただこのように、その射程の面では、唯物史観を経済学に重ねあわせることには、やはりどうし

ても無理が伴うように思われるが、しかし唯物史観固有の論理の面には、なお無視しえない関連が

原理論とのあいだに残されている。そもそもマルクスの唯物史観は、なによりもまず、社会構成体

の変移、すなわち不連続な変化を説明するための装置であった。それは一種の構造論ないし体系の

論理を前提にして、その内部に潜む矛盾、軋轢の蓄積がやがて構造全体の転換を呼び起こすという

かたちで、諸社会の歴史的な変化を一般的に解き明かすかたちをとっている。宇野が自らの経済学

の体系化のなかで、最後まで経済学と唯物史観の関係にこだわった真の理由は、これまでの検討を

ふりかえってみると、その経済学が歴史的な変化の論理とどう関わるのかを明確にしておきたかっ

たためではないかと思われてくる。

この場合、歴史的な変化といってもいくつかの側面がある。唯物史観の最大の特徴は、この変化

をある転換点を具えた不連続な転化として把握わけであるが、それとは逆に連続的な漸進的変化と

してこれを捉えることも可能である。事実、連続か不連続かはある意味では、期間のとりかたに

よってどちらにもなる可能性がある。どのように急激にみえる変化でも、それが一瞬にではなくと

もかくある期間をかけて生じるかぎり、この期間の内部では連続的な変化の累積として、どのよう

な激変も捉えられる面をもつ。その意味では自然は飛躍せずという斉一説に与するほかないのかも

しれないが、しかし一般に局所としてみればつねに連続的な変化であっても、ある長期の視点から

距離をおいてみると、緩慢な変化のなかに急激な変化が集中するといったかたちで、諸社会の歴史

的な変化には粗密の層が観察されることもたしかである。

ここで注意を要するのは、このような層の概念はあくまでも対象の側に存在する不連続性である

点である。斉一的な変化であっても、認識の方法として不連続な像が構成されることはもちろんあ

りうるからである。幼年期の地形が徐々に浸食され壮年期の峻険な山地を経て、やがて老年期の準

平原に変わってゆく浸食輪廻の場合、対象の変化は連続的であるが、それぞれの典型的な地形を世

界各地に発見することはできる。それはいわばタイプとして、不連続な像を認識の内部に構成する

わけである。しかし、唯物史観における諸社会は、もちろんこうした連続的な変化のなかの典型で

はなく、それぞれ転換点で区切られた、対象自身の不連続な変化を想定したものである。

同時にまた、次の区別にも注意すべきかもしれない。それは、こうした対象の側の不連続な変化

が、その内部に変化を含まない同質な要素が、互いに異質な構成体として接しているというかたち

が唯一の場合ではないという点である。空間的な世界に準えれば、地層のような層構造をとるわけ

であるが、その場合、たとえばそれぞれ同じ大きさの粒子からなる、礫層と砂の層とが交互に堆積

した層構造も考えられるが、はじめに荒い礫が堆積しそれが徐々にその粒を小さくしてゆきやがて
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砂の堆積となるが、しかしそのうえにふたたび荒い礫の堆積がはじまり、砂への漸進的な変化が繰

り返されるという場合にも、やはり層構造をそこに見いだすことができるのである。すなわち、不

連続な変化という場合も、それぞれの内部は不変な、いわば同質な層が、単に接して重なっている

というだけではなく、内部に変化を含んだ層の繰り返しという構造も考えられるのである。

いずれにせよ、唯物史観は歴史過程をこうした不連続な変化の層として捉える視角を内包して

おり、このことがその構造論的な社会把握を不可避のものとして要請している面がある。これは別

に唯物史観にかぎることではなく、不連続な変化を捉える有効な方法は一般に対象全体を、相互に

独立した諸要素の集合としてではなく、互いに作用を及ぼす諸契機によって組み上げられた構造と

して、捉えようとする性格を多かれ少なかれ具えている。個々の要素が独立して変化するならば、

さまざまな変化の累積として、全体の様相も徐々に変容してゆくと考えることが可能であろう。斉

一説が唱えるように、対象はつねに中間型を解して、飛躍することなく漸進的に変化してゆくと考

えることができるわけである。しかし、それらがばらばら単なる要素ではなく、互いに結びつき契

機として作用しあう関係のなかでは、それぞれの契機は他が変化することなくしては自らも変化し

えない。個が変わるときには全体も変わってゆかねばならないのであり、また全体が変わらないか

ぎり個の変化もあり得ない。したがって、変化は全体の様相が変移するかたちをとり、そのなかで

個々の契機も新たな構造を構成する契機に一斉に生まれ変わる。いわば、動くとききてみな動く、

というわけである。

このような観点から振り返ってみると、たしかにマルクスの唯物史観のうちには、構造論的な入

れ子関係のもっとも抽象化された原型が蔵されているのがわかる。生産力と生産関係という契機が

土台という契機を構成し、この土台と上部構造という契機が社会を構成しているというかたちに

なっているのである。ここで重要なのは、関係が関係を内包するような階層構造なのであって、そ

の契機が具体的に唯物史観にいう生産力や生産関係などでよいかどうかはまた別問題である。こう

した内包関係はいくらでも複雑に構成することはできるが、それをもっとも簡単な基本形に還元し

てゆくと、マルクスが唯物史観の公式で用いたようなかたちに辿りつく。一口に関係といっても、

単なる諸関係の束ではなく、内包関係を明確に示しうる構造として、全体を捉える方法となってい

る点に着目する必要があるわけである。このようにみてくると、唯物史観における構造論的な構成

方法は、経済原論のより複雑な体系に通底するものを含むことがわかる。そしてまた、このような

構造論的な把握を許す対象は、斉一的な変化ではなく、激変性を具えることも推定できるわけであ

る。そこでこうした視点から、原理論はどのような基本構造をもつべきなのか、宇野の唯物史観批

判をふまえて再考してみよう。

3.2 原理論の基本構造

すでに述べたように、当初宇野は、原論体系全体を通じて唯物史観を論証するという立場を示唆

していたのであるが、独自の恐慌論の確立を通じて、『資本論』の自己崩壊論的視角が払拭されて

ゆくなかで、この立場は後退していった。これに代えて宇野は、唯物史観にいう生産力と生産関係

の矛盾は資本主義経済のもとでは恐慌を介した独自の景気循環の過程で繰り返し解決されてゆく点

を強調し、原理論はこの矛盾をそのままではなく、独自のかたちを通じて明らかにするという主張

を展開するようになる。しかし、唯物史観にいうところの生産力と生産関係を、そのまま原理論の

内部に取り込んで再解釈したのは、やはり無理な処理であったといわざるをえない。宇野は、(1)
『資本論』全体を通じて、(2)生産力と生産関係の矛盾が解明されるのだという当初の認識のうち、
(2)の生産力と生産関係という点に力点をおき、原理論体系全体を貫く基本的な対抗契機を新たに
探りだすという、(1)が内包する方向での拡張は断念したことになる。
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だがそれは、唯一の可能な道ではなかった。逆に生産力と生産関係の矛盾を暫定的な標識とみな

し、『資本論』で本格的に明らかにされた構造地形のうちに、新たな対抗契機を追求してゆくとい

う方向も当然考えられる。事実、『資本論』を批判的に再構成した宇野自身の『経済原論』では、こ

うした対抗契機がむしろより鮮明になっているといえよう。すなわち、「流通論」、「生産論」、「分

配論」という、『経済原論』の篇別構成のうちには、唯物史観が内包している構造的対抗関係を見

てとることもできよう。すなわち、恐慌を通じて解決される生産力と生産関係といった局所ではな

く、市場と社会的再生産という構造的対抗契機が原理論全体を貫いていると考えることできるわけ

である。

しかし宇野の場合、このような可能性は明示的に追求されることなく、むしろその原理論は、変

移の営力を捨象するかたちで骨化していった。このような限界は、唯物史観の構造論的な視角が

『資本論』の構成に実質的に関わる点を看過したためにもたらされたというより、論理上はその前

段階に、すなわち自己崩壊論を棄却した際の、その切り捨て方に由来するものとみるべきでろう。

言い換えれば、生産力と生産関係への局所化は、あくまでこの処理方式をとったことの帰結にすぎ

ず、再考を要するのは、唯物史観の再解釈やその新たな適用方法ではないことになる。問題は、自

己崩壊論の棄却がただちに原理論から変移の理論をも切り捨てることになるかどうか、この点にあ

るわけであり、その隙間をどう埋めるかが、経済原論の構成方法を考えるうえで決定的な意味をも

つのである。たしかに『資本論』における自己崩壊論的内容は、集中集積論にせよ、利潤率の低落

法則にせよ、ある期間を通じて変化が持続してゆくという、一種の傾向法則的認識に依拠してきた

といってよい。こうした傾向が持続してゆくなかで、その行きつくさきにおいて資本主義は行きづ

まり瓦解するとみなされてきたわけである。もちろんいまここで問題にしているのは、集中集積論

や利潤率の低落法則が、その理論内容において正しいかどうかという点ではない。これらが理論内

容に難点を抱えていることは、宇野とともに認めてもよいのであるが、ただ宇野の場合、自己崩壊

論の棄却が同時に、この種の構造変化の理論全般の展開を封じることになっているのではないか、

という点なのである。だがいうまでもなく、変移の理論と自己崩壊論とは当然重なる部分もあろう

が、しかし同値ではないのである。

もしかりに、自己崩壊論とともに変移の理論一般を没却せしめるならば、資本主義経済が異なる

型をとる原因は、けっきょく原理論では論じえないとされる非市場的な要因に求めるほかなくな

る。やや極端にいえば、純粋な資本主義はそれ自身には、構造を変移させるような契機は一切含ま

ないものに純化されることになり、したがって論理上、変移はあまねく非商品経済的な外的条件の

仕業だということになる。しかし、資本主義経済とはなにかを考えるときに、それ自身は本来唯一

不変の構造をもつものとして理論を組み立てるほかないのかどうか、この点に究極的な問題が潜ん

でいるといえよう。宇野はたしかにマルクスの自己崩壊論を鋭く批判したが、資本主義像を構成す

るときには、マルクスとともに、あるいはそれ以上に強く、資本主義社会は少なくとも理論上は、

ある単独の像に収斂するとみていたといってよい。その本来の資本主義像に自立性を読みとるか、

あるいは自己否定性を見いだすかは決定的に異なるといってよいが、ある意味では両者はともに、

単極相説的な資本主義像を前提としているわけである。こう考えると、資本主義経済は構造変移の

特性を内包しており、自ら多型化するとみる、いわば多極相説的な資本主義像が、唯物史観との微

妙な関連で宇野の原理論から切り捨てられていったことに気づくのである。

むろんこれは理論構築の前提となる資本主義像に関わるものであり、そのいずれが正しいかを直

接問いうる性質のものではない。ただ、これまでの考察は、こうした多極相的な資本主義像がどの

ように理論化できるのか、その解明方法を明確する手がかりになる。宇野自身もある意味では資本

主義経済の多様性を強く念頭において独自の方法論を提示したのであり、現実の資本主義社会があ

る型に収斂すると考えていたわけではもちろんない。問題はまさにこの事実を、どういう理論的な
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枠組みでとらえるかという方法をめぐるものなのである。たとえば、現実の地形が複雑多岐である

ことは否定しがたいが、しかしこうした複雑な構造を生みだす基本的な営力に関して、地球内部か

ら生じる内力と外側から作用する外力とを区別し、内力は地表の起伏を増すかたちで構造地形をつ

くりだし、これに対して外力がそれを減ずる方向に作用し、構造地形のうちにさまざまな浸食地形

や堆積地形が生成するのだ、といったような一般的な変移理論をたてることはできよう。むろんこ

のような抽象理論によって、特定の個々の地形を直接説明することはできないが、ただなぜ地形が

複雑多岐であるのかという関心には、一般的な解答を与えうるのである。資本主義経済を捉える場

合にも、たとえば社会的再生産が生みだす内力と、これに対する市場の外力といった対抗的な営力

を基本に、変移を中心にその理論を構築してゆくことが考えられるのである。

むろんこの場合、内力にせよ外力にせよ、ともにさらにその内部に何層かの分岐を入れ子状に含

む階層構造をなしていると考えるべきであろう。これを理論構成の面からいえば、体系的展開を有

するということになる。生産力と生産関係の矛盾というような、それ以上分解しえない独立の要因

からなる、単純な対立関係であれば、あえて理論的な考察を必要とするとはいえないが、資本主義

経済に多様な型を与える契機はかなり複雑であり、その点で体系的理論による解明を要するわけで

ある。こうした視点から原理論を捉え返してみると、そこにはいくつかの対極的な関係が提示され

ていることがわかる。たとえば、貨幣に関しても商品貨幣ないし金属貨幣と不換銀行券の可能性と

といった両極が考えられるし、また資本の本質にしても、それを個人資本家による属人的な支配

と、株式資本による複合的な支配といった両極が考えられる。そしてなによりも、資本主義的生産

様式に関しても、機械制大工業だけではなく、マニュファクチュア型の生産様式をこれに並ぶもの

として位置づけることができる。

いずれにせよこうしてみると、宇野唯物史観の批判のうちには、資本主義の多型性を一般的に説

明する原理論の存立可能性が、浮上してくる。唯物史観と原理論との関係を、生産力と生産関係の

矛盾という局所において重合させるのではなく、市場と社会的再生産との対抗契機を軸に再構成す

ることは、同時にまた、資本主義経済が本来一つのすがたに収斂するものではなく、自ら変容を遂

げてゆく、その営力を本質としていることを示すことになる。資本主義経済とはそもそもなにかと

いう問に対して、ある意味では宇野もマルクスとともに、一つの純粋像をもって答えるという方法

をとってきた。しかし今日の時点から振り返ってみると、現実の資本主義経済は宇野が考えていた

以上に多型的であり、そのいくつかの型のどれが本来の資本主義経済にもっとも近いのかは理論的

にも確定できそうにないが、ただそうした変移を生みだす営力には、一貫した原理がはたらいてい

る可能性がある。資本主義の原理論とは。こうした営力を解明するものなのではないかと考えるの

である。

3.3 段階論の分節化

経済原論におけるこのような視点の転換は、宇野弘蔵がそこではじめて資本主義経済の多様性を

解明できるとした、いわゆる段階論に関しても根本的な見直しを迫ることになる。そもそも、社会

構成体の変移を説明することにマルクスの唯物史観の主眼があるとすれば、宇野の場合それはむし

ろ、段階論により密着した問題となりそうである。実際、唯物史観と段階論とは、一見したところ、

土台と上部構造の矛盾に匹敵するような論点が基礎となっており、また、たしかに階級社会全般と

資本主義内部という射程のずれはあるが、ともに発展段階を中心課題としているという共通点を有

している。だが、宇野自身は段階論と唯物史観の共通性を追求する方向に議論を進めることにあま

り積極的ではなかった。その一つの理由は、おそらく唯物史観にいうところの土台と上部構造と

の関係が、段階論で宇野が想定した商品経済的要因と非商品経済的要因という対抗契機との間に、
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本質的な乖離が潜んでいることを予感していたためではないかと考えらえる。すなわち非商品経済

的な要因といっても、段階論で重要な意味をもつのは、政府の経済政策にせよ、貨幣制度にせよ、

労働慣行にせよ、いずれも非商品経済的ではあっても、あくまでも経済的な要因なのであり、それ

は唯物史観にいうイデオロギーの諸形態としての上部構造とはかなり意味内容を異にしている。た

とえば窃盗や殺人を禁じる刑法規定や、音楽や美術の様式などは、段階論でもやはり中心的な契機

とはならない、非経済的性質を強くもつ要因なのである。このように考えると、宇野がその外見上

の類似性にも関わらず、唯物史観から段階論を類推したり、あるいは段階論をもって唯物史観を基

礎づけるといった方向に安易に類推をはたらかせなかったのは達観というべきかもしれない。

しかし、このずれを明確に意識するならば、宇野のいう団塊論において、商品経済とは異質な要

因全般を並列的に扱うのでは明らかに不充分であることに気づくはずである。それはさまざまな非

商品経済的要因の列挙に基づく類型論から脱却し、少なくとも、＜市場的要因＞、＜非市場的な経

済的要因＞、＜非経済的要因＞という三層構造で資本主義社会の総体を捉える必要があるわけであ

る。むろんその場合、＜非市場的な経済的要因＞と＜非経済的要因＞とを区別する絶対的基準がそ

れ自身のうちに存在するわけではない。＜非市場的な要因＞と一言でいっても、市場による社会編

成の原理に密接に関連する要因もあれば、それが弱い、あるいはその作用が複雑で効果の確定しが

たい要因もある。市場が資本を軸に社会的再生産を編成する基本原理となるなかで、その限界を補

充するかたちで経済過程に呼びこまれる結果、＜非市場的な経済的要因＞と＜非経済的要因＞との

分岐は生じるにすぎない。したがって、こうした非市場的な要因の分節化も、けっきょく＜市場的

要因＞の構造を解明する経済原論を基準にして把握するほかないのである。

経済原論の課題は、このように考えてくると、資本主義経済がいかなるポイントに開口部を抱

え、非市場的な要因がどこに取りこまれることになるのかを理論的に解明してゆくことにあるとい

えよう。そして、宇野の経済原論もまた、ある意味ではこうした方法を内包していたとみることも

できる。すなわち、資本が市場を通じて社会的再生産を編成するなかで労働力商品の有する特殊性

を強調した点は、見方を換えれば、資本が直接その利潤追求の原理で生産を調整できない外在的な

要因を包摂し商品化する必要性が残ることを示していると解せるからである。たしかに宇野自身

は、こうした労働力商品化の無理が恐慌現象を引きおこしつつも景気循環のなかで繰り返し解決さ

れるという方向に考察を進めることで、むしろ周期的な景気循環のうちに自立性を具えた純粋資本

主義像を確立し、段階論はこれを基準に純化・不純化という観点によって、三つの発展段階に区分

されるかたちになっている。すでに述べたように、ここにはなお、マルクスに通じる資本主義の単

極相説が、なおその影をおとしているといってよい。宇野自身はしばしば、自分はマルクスとは異

なり、帝国主義の時代を知っている以上、資本主義の純粋化傾向がどこまでも継続するものではな

い点をふまえ、事実上『資本論』も相対化すべきことを示唆していた。こうして、マルクスの場合

同一視されていた、純粋化と自己崩壊論との切断が達成されたのであるが、しかしなお不純化没落

論というかたちで、マルクスの単極相説は結果的に継承されたのである。しかし、宇野とは異な

り、帝国主義段階が社会主義の時代への過渡期に必ずしもつながらなかったことを経験した今日、

単極相説そのものから再考してみる必要があるのではないか。

こうした観点からもう一度宇野の議論を振り返ってみると、そこでは非商品経済的な要因を労働

力商品化という一点に、しかも基本矛盾というかたちであまりに狭い範囲に絞りすぎた嫌いがある

ことに気づく。労働力商品化にしても、それは単に資本が直接に「生産」できないというかたちで、

供給量の制限に絞り込むべきであったかどうか。そこにはたとえば熟練の処理方式や、労働組織

の編成方式などいくつかの側面に理論的な考察を拡張することもできよう。さらにまた、商品経済

的には一意的には決定しえないが、現実に資本主義としては何らかのかたちをとらざるをえない、

非商品経済的な要因の介入ポイントは原理論の展開からみて、必ずしも労働力商品化という一極の
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みとは言い難い。たとえば、貨幣制度なども、たしかに価値形態論に示されるような商品経済的な

要因による制約を無視するわけにはゆかないが、しかしそれだけによって、金本位制のみが本来の

資本主義に唯一固有な適合形態であるということまで導出できそうにはない。同じような問題は、

中央銀行を中心とした金融制度のあり方についても考えなくてはなるまい。また、労働編成のあり

方に関しても、それは極端な単純労働を内包した、いわゆる機械制大工業のみが本来に資本主義に

適合的であるという想定も、考えてみるとはっきりした根拠は見あたらない。マニュファクチュ型

の労働編成は資本主義経済にとって、必ずしも不完全な、前段階的な生産様式であると決めつける

わけには、理論上ゆかないように思われる。

こうして、商品経済的な要因で社会的再生産をどこまで編成可能かという視点で経済原論を再検

討すると、それだけでは決定不可能な開口部が、単数ではなく複数浮上してくる。今日経済原論が

果たすべき重要な役割は、単極相説的な純粋資本主義像を提示することにあるというよりは、むし

ろこうした開口部の構造を正確に分析してゆくことにあるのではないか。むろん、経済原論のあら

ゆる展開に、多種多様な制度的、慣習的要因を注入してしまうのでは、理論的な独自の意義を台無

しにするだけであろう。必要なのはこのような軟体動物のような「理論」ではなく、資本主義経済

を多関節的な体制として捉える方法なのではないか。マルクスの唯物史観批判に投射された宇野方

法論の鏡像は、こうした新しい経済原論の必要性を感じさせるのである。
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